■日中産学官交流機構第24回中国セミナー                
第24回中国セミナーを2007年7月17日（火）九段ビル会議室にて実施しました。講師には田中弘氏（日本カーボンファイナンス代表取締役社長）をお招きし、「中国における排出権（CDM）事業の一層の推進について」というテーマでご講演いただきました。参加者は22名。ご講演の概略は以下の通りです。
2004年12月、国際協力銀行と日本政策投資銀行のInitiativeの下、日本の主要企業31社の参加を得て日本温暖化ガス削減基金が作られ,その下に排出権取引を目的とする日本カーボンファイナンスが設立されました。

92年5月189カ国が参加したリオデジャネイロの地球サミットで、気候変動に関する国際連合枠組み条約（UNFCCC）が採択され、94年3月に発効しました。目的は、①大気中の温室効果ガス濃度の安定化と②それを経済開発が持続可能な態様で進行することができる間に達成することでした。この条約には二つの特徴があります。一つは、このままでは重大な影響がでるかも知れないという不確実性の中で成立した条約であることです。二つ目は、国連の決議としては珍しく先進国と開発途上国を区別し、共通であるが差異のある責任、Common but differentiated responsibilitiesつまり、地球温暖化の問題は、人類共通の問題だが、それへの対応には自ずと先進国と途上国の間に差があってしかるべきで、現在の地球温暖化は先進国がこれまで発展する過程で発生させてきたCO2が問題で、先進国に大きな責任があるという、いわゆる先進国責任論を是認していることです。結果として、削減義務は先進国のみで、中国等途上国にはありません。この条約に基づいて、毎年末に条約加盟国会議が行なわれ、この条約のレビューとアクション・プランが検討され決定されます。97年暮れ京都で行なわれた会議で排出権ビジネスの基礎となる京都議定書が決定されました。その後アメリカはブッシュ政権になって離脱しましたが、04年11月ロシアが批准して、翌05年2月に発効しました。対象ガスは、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロンガスです。京都議定書では温暖化に悪い影響を与えるこれらのガスを排出削減の対象にし、基準年（90年）と比較して第一約束期間（08年から12年）に削減する排出量の具体的な目標値を設定しました。日本は6％、アメリカ7％、EU全体で8％削減し、先進国全体では少なくとも5％削減を目指すというものでした。そして、京都メカニズムとは、京都議定書の規定に基づいて、補助的な手段として認められた排出権の仕事です。排出権取引には三つの種類があります。第一は中国など途上国が対象となっているCDM（Clean Development Mechanism）です。先進国とロシア初め旧ソ連圏の経済体制移行国の一部の政府、民間企業が発展途上国において、温室効果ガスの排出削減プロジェクトを実施あるいは参加して排出権を獲得する仕組みです。第二のJI（Joint Implementation）とは、先進国同士で、CO2削減のプロジェクトを見つけ、協力して実施することで排出権を獲得するものです。第三はET（Emission Trading）です。削減枠のある国同士が枠をやり取りする仕組みです。従って、我々がビジネスとして関わるのは、CDMとJIのスキームです。京都議定書の特色は、まず、先進国に排出枠を設けたことです。次に、市場原理を活用した京都メカニズムによって、温室効果ガスの排出に価格をつけ、ビジネスが成り立つスキームを作り出したことです。
04年世界中で、排出された色々なガスはCO2換算で265億トンに達し、内訳は米国が22％、中国が18％、EUは旧東欧圏が入って今27カ国になっていますが、元々の15カ国で12.8％、日本は4.8％でした。そして、削減義務があるのはEUの15カ国と、ロシア、日本、カナダなどで、合計しても25％くらいのカバー率です。従い、アメリカ、中国が今後どうするかが非常に大きい問題となります。安倍首相も、今後アメリカ、中国、そしてインドなどを包括した制度を考えていかなければならないと指摘しています。
次に、今年5月発表の世銀統計によると、06年のCDMプロジェクトの大半、61％は中国で占められ、続いて、インド12％、ブラジル4％などとなっています。02年以降の推移をみると、CDM契約量は京都議定書の発効した05年から増えています。なかでも中国のシェアは非常に大きい。これはフロンガス案件が多いためです。
日本は温暖化ガスの排出量を90年比6％の削減を目標としています。90年の排出量は12億3700万トンで、11億6300万トンまで減らさなければいけない。ところが05年の実績は、13億6400万トンの排出で、90年比8％増えています。従い、今から14％減らさなければいけない状況で、なかなか至難の業です。
EUの取り組み方をみますと、独自の制度を05年から始め、EU内の数万社もの主要企業全てCO2排出枠を決めています。日本からの進出企業もみな対象となり、トヨタ、ニッサン等ヨーロッパで保有する工場にも枠が決められています。従い、排出権市場も発達してきています。イギリスでは、ロンドンの金融市場のメニューの一つとして排出権市場を育てるという政策をとっています。そこでは、排出権を転売目的で買い付ける排出権ブローカー、トレーダー或いは投資ファンドが活発に活動を始めており、ビジネスモデルを構築しつつあります。日本企業は、ヨーロッパでの取引価格を参考に値段交渉をせざるを得ない状況も起こりつつあり、中国市場でもヨーロッパ勢との厳しい競争に直面しています。そして、途上国でプロジェクトを見つけ、国連で排出権として認められるまでの様々な手続きを経て排出権を買うという第一義的な活動にも消極的になり、欧米の専門業者に委ねる傾向が出てきているように見受けられます。
中国政府はCDMの運行管理弁法を制定し三つの分野を重点分野としています。第一に、風力、太陽光とかの再生可能エネルギーあるいは新エネルギーといわれる分野です。第二に、工場の省エネなどのエネルギー消費の効率化、第三に、埋め立てメタンガス、炭鉱メタンガスの回収・利用です。これまで多かったフロンガスのようなプロジェクトはほぼ一巡し、今後はこのような重点分野を一層推進する方針です。
最近中国の環境に対する姿勢が若干変わってきているのではないかと思います。因みに、この4月の温家宝首相来日時、日本側と環境保護協力に関する共同声明が発表されました。京都議定書の枠組みの下で、改めて双方は共通に有しているが、差異のある責任の原則に基づき、国際的な協力を通じて気候変動問題の解決に関する努力を行なうという政治的決意を表明しています。中国が今からでも省エネ型の社会をつくり、持続可能な発展を遂げていくために、日本の省エネ技術を有効に利用した支援をしていく必要があります。その協力が排出権として認められ、Win-Winの新たな形の協力関係が出来上がることが期待されます。

中国でのCDMの課題について、まず政府の関与の度合いが非常に強いことです。運行管理弁法にも記載されていますが、排出権は本来中国全体の資源で、排出権の収入は中国政府とプロジェクト実施機関双方の所有に属するものであり、価格などの個別取引条件は中国政府の承認が必要であるというものです。こういうのは中国だけです。二番目は方法論という言葉でいわれる、CO2削減量の計測・計算方法ですが、省エネ案件については未だ充分に方法論が確立されていません。これが進展すれば、日本の省エネ技術が中国にもっと活用される可能性が大きくなります。三番目、2013年以降の排出権スキームが明確でないことです。そのため長期的なプロジェクトの着手が難しくなっています。四番目はODAの活用です。先進国が供与してくれるODAの資金が先進国の都合のために排出権対象のプロジェクトに流れるのは困るということで、途上国はODAを排出権プロジェクトに活用することに消極的です。中国政府は運行管理弁法の中に消極的であることを規定しています。日本の対中円借款は終了の方向ですが、別の形による排出権プロジェクトへの資金協力のニーズは大きいと思います。
最後に、2013年以降の体制がどうなるかできるだけ早くクリアになって欲しい。国連中心の科学者グループによる国際間パネルがこの問題の緊急性を謳っており、今年12月のバリ島会議では真剣に議論されることでしょう。現状先進国責任論が非常に強く、中国、インドを枠組みの中に入れていくということは至難の業です。しかし、温家宝首相来日の際の共同声明にも、2013年以降の実効的な枠組みの構築に関する過程の検討に積極的に参加することを表明しています。中国も今後の経済発展は環境問題を抜きにしては考えられないことを充分に認識しています。

先般のサミットではドイツのメルケル首相が強力なリーダーシップを発揮しましたが、来年の洞爺湖サミットでは日本がリーダーシップをとらなければいけません。安倍首相が提唱した2050年に50％削減というのは、大きなビジョンではあるが、より具体論に掘り下げることが出来るかがポイントになると思います。
排出権取引は20世紀型経済協力とは異なり、新しい形の協力であると考えています。また、今後の日中協力の有効な方策の一つです。今後とも是非一層推進したいと思っています。
